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研究成果の概要（和文）：　日常生活における知的活動や社会的な活動が高齢期の認知機能の低下を防止することが多
くの疫学研究によって示されてきた。また、壮年期の高血圧が高齢期の認知機能の低下と関連していることが明らかに
されつつある。本研究では知的機能そのものが中高齢者の認知機能に維持に関わっているのか、知的機能に関わろうと
する動機づけが関わっているのかを横断的に検討するとともに、壮年期の血圧が高齢期の認知機能と関わっているのか
を縦断的に検討した。
　その結果、動機づけよりも知的活動そのものが認知機能の維持に重要であることが、また、壮年期における血圧の管
理が高齢期に認知機能を維持するためには重要であることが示唆された。

研究成果の概要（英文）： There is epidemiological evidence that lifestyle characterized by engagement in 
leisure activities of intellectual and social nature is associated with slower cognitive decline in 
healthy elderly. In the present study we investigate whether the use of information technology itself or 
motivation for the acquisition of new skills contributes to cognitive reserve. The results suggest that 
not motivation but the adoption of new technology contributes to slower decline of cognitive functions.
 Several studies show that hypertension in midlife is also related to cognitive impairment in old age. In 
this study, we examined this association in the sexagenarian and the septuagenarian separately to test 
our hypothesis that different risk factors were related to cognitive decline in each generation 
respectively. Our findings suggest that high blood pressure in the past decade is risk factor for 
cognitive decline in the sexagenarian but is not risk factor in the septuagenarian.

研究分野：神経心理学

キーワード： 認知機能　認知の予備力　認知症予防　ライフスタイル　動脈硬化

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
加齢に伴う認知機能の低下を予防するた
めの方法を求める研究は、多方面で取り組ま
れている。そこでは、中高年期に知的活動に
関わるようなライフスタイルをとり続ける
ことが、認知機能の低下防止につながる(“認
知の予備力”仮説)と見なせることが明らかに
されてきた（岩原・八田, 2009）。たとえば、
知的活動に従事している人の認知機能は維
持されやすいこと（Anstey & Christensen, 
2000）、レジャー活動の頻度が認知機能の維
持と関連すること（Fratiglioni et al., 2004）
などが報告されている。最近の研究では、認
知の予備力を高めるためには、多様な知的活
動に携わること (Carlson et al., 2012)や、知
的な課題を成し遂げようとする動機づけを
持つこと(Iwahara et al., 2012; Maercker & 
Forstmeier, 2012)の重要性が指摘されてい
る。認知の予備力仮説を理論化していくこと
の意義は、認知機能の低下リスクを早期に発
見し介入するためのモデルを構築すること
にある。当該分野の現在の国際的な研究動向
としては、包括的な大規模コホート研究フィ
ールドで、医学的要因を考慮した心理学モデ
ルを提唱することが実践され始めていると
指摘できよう（ e.g., Stern et al., 2011; 
Wilson et al., 2010）。行動指標に影響を与え
る要因を探るというような心理学が単独で
取り組む研究は影をひそめ、病態学や疫学研
究の成果を踏まえたうえで心理学モデルを
提唱することが時流となっている。事実、欧
米ではすでにいくつもの大規模で包括的な
縦断的研究が実施されており、過去の知的活
動の状況と老年期における認知機能の低下
や認知症の発症時期との関連性が検討され、
心理学的な介入モデルが構築されつつある。
すでに欧米でこの種の研究が実施されてい
るといっても、高齢者の認知機能の低下リス
クは文化的な背景という環境要因に強く影
響されていることが知られているため
（Wilson et al., 2007）、欧米で提唱されたモ
デルをそのまま本邦に当てはめることは妥
当ではない。高齢化が急速に進む本邦におい
ても、認知の予備力仮説を理論化する試みが
必要ではあるものの、高齢者の認知機能に関
わる包括的で長期的な縦断的研究は未だ報
告されていないのが現状である。 

 
２．研究の目的 
本研究で明らかにしようとするのは次の 2
点である。1）知的活動に従事することが認
知機能の低下防止や認知症の発症予防に影
響を与えていたのか、2）神経心理学検査と
いう行動学的指標が認知機能の低下リスク
を早期に発見することに役立つのかである。
認知症の早期発見に関する研究では、アミロ
イドの沈着や脳の容量を測定するといった
病態学に関わるものが数多く実施されてい
るが、実用化に関しては費用対効果の面で疑
問視されている。神経心理学検査によって、

認知機能の低下リスクが信頼性と妥当性を
もって評価されることが証明されれば、行動
学的指標が実用性という観点からも評価さ
れることになるはずである。同時に本研究で
は、認知の予備力の操作的定義とされている
知的活動の程度を評価する方法を確立する
ことを目指している。 
 
３．研究の方法 
研究方法は大きく2部分から構成されてい
る。第１の方法は名古屋大学医学部が実施し
ている八雲研究である。八雲研究では、名古
屋大学神経心理学検査バッテリ（NU-CAB）を
希望する対象者に実施すること、また、住民
健診に参加する対象者全員に対して、日常生
活調査票によるライフスタイル等について
の質問紙の実施である。NU-CAB は過年度から
同一のものを継続して実施することで縦断
的な資料の蓄積を目的にしたものであり、毎
年8月に３日間実施される住民健診において、
高次脳機能検査班としてブースを8カ所設置
して、同一のプロトコールに基づいて個別に
検査を実施する形式を採用した。対象者は、
年齢はもちろんのこと個人差が大きいので
検査者は対象者のペースに併せた検査実施
となる。検査希望者を対象にしているので、
約 15分から 25分を要する検査へは全対象者
において協力的であった。NU-CAB のプロトコ
ールのサンプルはすでに論文として公開し
てある。年度により対象者の数は異なるが、
本研究期間では、400〜460 名規模での検査資
料の収集を行った。日常生活調査票は毎年異
なる質問項目を冊子にして自治体の協力に
より、3 週間前に配付して検診時に記入ご持
参してもらい回収する方法を採用した。 
本研究の第 2の方法は、和歌山県立医科大
学が和歌山県下で実施している動脈硬化健
診である。毎年、和歌山県下の 3地区で 1500
名に対して循環器系、筋・骨格系、認知機能
系の検査を健診として実施している。同意を
得た住民の過去の健診のデータと連結する
ことで、縦断的な解析を可能なものとしてい
る。 
 
４．研究成果 
 
1）知的活動が認知機能に及ぼす影響 1 
高齢者の高次脳機能（認知機能）を維持す
るための効果的な方法としては、読書や文通
や日記をつけることなどを先行研究に見出
すことができる。八田 (2009)は、高次脳機
能と加齢との関連を説明するモデルとして
休耕田モデルを提唱している。このモデルで
は、発達段階において遅くに獲得される高次
脳機能や行動様式ほど早くに失われる、言い
換えれば、加齢に対して脆弱であることを指
摘している。また、前頭葉機能の活動がそれ
自体の衰退を遅延させると考えられている。
休耕田モデルにしたがえば、知的活動に従事
しようとしない高齢者の前頭葉機能は、使用



される頻度が低下しているため、前頭葉機能
そのものの衰退を招く可能性が高くなると
推察される。我々の先行研究では、知的な活
動に従事しているとエピソード記憶および
実行機能の低下を減衰させ、情報通信機器を
使用していると視空間機能および注意機能
の低下を減衰させることが明らかにされた。
本研究では、過去 3年間に蓄積されたコホー
トデータを解析することで、先行研究の結果
が追認されるかを検証した。 
 
方 法 
対象者：住民検診に参加した健常成人のうち、
認知機能の行動学的検査を受診した 1082 名
が分析対象者となった。対象者は 40 歳から
86 歳（平均 64.6 歳，男 457 名・女 625 名）
の健常者であった。健常者であることの判定
は、MMSE(Mini-Mental State Examination)
などの神経心理学的検査の成績などと内科
検診、神経学的検査に基づいている。 
手続き：対象者の同意のもとに、認知症のス
クリーング検査として MMSE を、前頭葉機能
を測定する検査としてストループ課題、
D-CAT（数字抹消検査）、言語流暢性検査を、
前頭葉・側頭葉機能を測定する検査としてウ
ェクスラー記憶検査（WMS-R）の論理的記憶
課題を、頭頂葉機能を測定する検査としてマ
ネー道路図検査を個別で実施した。平均所要
時間は 15 分であった。また、日常生活にお
ける知的な活動状況は，ライフスタイル尺度
（岩原ら, 2011）によって測定された。ライ
フスタイル尺度は、情報通信機器の使用（3
項目）、認知的活動（5 項目）、対人交流（2
項目）の 3つの因子から構成されていた。各
項目とも活動に従事する頻度を5段階で評定
された。下位尺度ごとに因子得点を算出した。 
倫理的配慮：対象者に、各検査に参加するか
どうかは個人の意思に依存していること、お
よび、データは個人を特定しない研究資料と
して使用することを説明した。検診への参加
をもって同意を得たものと見なす旨も事前
に説明されていたため、対象者とのインフォ
ームドコンセントについては、十分に配慮が
なされていた。また、本コホート研究は名古
屋大学大学院医学系研究科の倫理委員会で
承認されたものであった。 
 
結 果 
 認知的活動を説明変数、各高次脳機能検査
の成績を目的変数として、性、年齢、教育歴
で調整した重回帰分析を実施した（表1参照）。
マネー道路図検査、Stroop 検査、D-CAT にお
いて、認知的活動が高まると課題の遂行成績
が高くなることが明らかになった。一方、ラ
イフスタイル尺度で測定された3つ因子全て
を説明変数として重回帰分析を実施したと
ころ（表 2 参照）、マネー道路図検査および
Stroop 検査では、情報通信機器の使用のみが
有意な変数となり、認知的活動の効果は消失
してしまった。しかしながら、D-CAT および 

 
 
言語流暢性検査では、認知的活動が高まると
課題の遂行成績が高くなることが示された。 
 
 
考 察 
 本研究でも情報通信機器を使用すると前
頭葉機能や頭頂葉機能が高まるという結果
が得られており、我々の先行研究と一致して
いた。情報通信機器を使用することそのもの
が前頭葉機能や頭頂葉機能を高めるという
よりは、新しい技術を使ってみようというと
する前向きな気持ちが認知機能を高めてい
るとは考えられないだろうか。この点は今後
さらに追求する必要がある。今回の分析でも、
認知的活動へ従事することは認知機能の維
持と関連しているかに見える。しかしながら、
認知的活動が影響因子として寄与するのは、
認知的活動のみを変数としてモデルに組み
込んだ場合のみであり、情報通信機器の使用
や対人交流を同時にモデルに組み込むと、認
知的活動の効果は一部の認知機能で消失し
た。このことは、認知的活動そのものが認知
機能を維持する影響因ではなく、活動に取り
組もうとする姿勢が影響因になっているこ
とを示唆しているのかもしれない。現段階で
は推測の域をでないため、今後検証していき
たい。 
 
 
2）知的活動が認知機能に及ぼす影響 2 
認知的活動そのものが認知機能を維持す
る影響因ではなく、活動に取り組もうとする
姿勢が影響因になっていることを示唆する
結果も得られた。本研究では、新しい物事に
取り組もうとする姿勢が認知機能の維持に
影響を与えるのかについて検討した。 
 
方 法 
対象者：住民検診に参加した健常成人のうち、
認知機能の行動学的検査を受診した536名が
分析対象者となった。対象者は 40 歳から 86
歳（平均 64.6 歳，男 251 名・女 285 名）の
健常者であった。健常者であることの判定は、
MMSE(Mini-Mental State Examination)など
の神経心理学的検査の成績などと内科検診、
神経学的検査に基づいている。 
手続き：対象者の同意のもとに、認知症のス

 
表1　認知的活動と認知機能との関連性
認知機能 認知的活動（β） R2

マネー道路図 .08 .14
ストループ（ドット） -.11 .29
ストループ（文字） -.07 .29
D-CAT1（抹消） .15 .40
D-CAT3（抹消） .09 .37
注）性、年齢、教育歴で補正した

 
表2　認知的活動と認知機能との関連性

認知機能 情報通信機器（β） 認知的活動（β） 対人交流（β） R2

マネー道路図 .11 .15
ストループ（ドット） -.07 .29
ストループ（文字） -.11 .29
D-CAT1（抹消） .15 .40
D-CAT3（抹消） .10 .37
言語流暢性検査（カテゴリ） .10 .14
注）性、年齢、教育歴で補正した



クリーング検査として MMSE を、前頭葉機能
を測定する検査としてストループ課題、
D-CAT（数字抹消検査）、言語流暢性検査を、
前頭葉・側頭葉機能を測定する検査としてウ
ェクスラー記憶検査（WMS-R）の論理的記憶
課題を、頭頂葉機能を測定する検査としてマ
ネー道路図検査を個別で実施した。平均所要
時間は 15 分であった。また、チャレンジ精
神は改訂いきいき度尺度（田中ら, 2006）に
よって測定された。改訂いきいき度尺度は、
満足感（4項目）、ネガティブ気分（3項目）、
チャレンジ精神（4項目）、気分転換（3項目）
の 4つの因子から構成されていた。各項目と
も当てはまる度合いが 4 段階で評定された。
下位尺度ごとに得点を算出した。 
倫理的配慮：対象者に、各検査に参加するか
どうかは個人の意思に依存していること、お
よび、データは個人を特定しない研究資料と
して使用することを説明した。検診への参加
をもって同意を得たものと見なす旨も事前
に説明されていたため、対象者とのインフォ
ームドコンセントについては、十分に配慮が
なされていた。また、本コホート研究は名古
屋大学大学院医学系研究科の倫理委員会で
承認されたものであった。 
 
結 果 
 チャレンジ精神の高低および加齢が高次
脳機能検査の結果と関連しているかを検討
した（表 1 を参照）。チャレンジ精神と加齢
との交互作用を検討するために、性、年齢、
教育歴を統制変数とした 2（チャレンジ精
神；高／低）×2（年齢；壮年／老年）の共
分散分析を全ての検査課題の遂行成績に対
して実施した。その結果、論理的記憶課題、
D-CAT、言語流暢性検査では、チャレンジ精
神高群の方が低群よりも高い遂行成績を示
した。また、全ての検査課題において、壮年
群の対象者の方が老年群の対象者よりも遂
行成績が高くなった。なお、交互作用は全て
の課題において有意でなかった。 
 

 
 
考 察 
 先行研究では、情報通信機器を使用すると
前頭葉機能や頭頂葉機能が高まるという結
果が得られていた。そこでは、情報通信機器
の使用が認知機能の低下に影響を直接与え

ているのではなく、新しい技術を使ってみよ
うというとする前向きな気持ちが認知機能
を高めている可能性について考察した。そこ
で本研究では、チャレンジ精神が認知機能と
関連しているかを検討することを目的とし
た。その結果、チャレンジ精神が高い対象者
の認知機能が優れることが明らかにされた。
知的活動に先立つ動機付けが高齢者の認知
機能の維持には重要な働きをしているとい
う考え方が、近年、動機付けの予備力として
提唱されている。本研究で得られた結果は、
動機付けの予備力説と一致するものであっ
た。チャレンジ精神と知的活動との関連性を
検討することにより、認知の予備力における
動機付けの予備力に影響について検証する
必要がある。 
 
 
3）縦断的解析による認知機能の低下要因の
解明 
目 的 
壮年期の高血圧が高齢期の認知機能の低
下と関連していることが明らかにされつつ
あるとはいえ、高血圧と認知機能との関連性
については未だ結論が出ていない問題であ
る。60 歳代と 70 歳代では認知機能が低下す
る背景因子に違いあるという仮説を検証す
るために、本研究では血圧と認知機能との関
連性を年代別に解析する。 
 
方 法 
和歌山県 M町の地域住民で、2011 年と 2012
年に和歌山県立医科大学が実施した動脈硬
化健診を受診した 1476 名（平均年齢 58.9±
10.4 歳、男性 48％）を対象とした。安静時
の収縮期血圧と拡張期血圧はオムロン社製
の血圧計（HEM-907）で自動計測された。認
知機能は、MMSE、注意機能検査、記憶機能検
査、言語機能検査からなる標準化された神経
心理学検査バッテリによって評価した。降圧
剤の使用状況や生活習慣についての情報を
自記式質問紙調査から得た。また、対象者が
10 年前に受診した基本健康診査の記録から
血圧に関するデータを対象者の同意のもと
採取し、動脈硬化健診のデータと連結した。
10 年前の血圧（SBP、DBP）、現在の血圧（SBP、
DBP）、降圧剤の使用状況を独立変数、各認知
機能検査の成績を従属変数とした重回帰分
析を性、年齢、教育歴および BMI で補正した
うえで実施した。 
 
結 果 
60 歳代の住民を対象者とした重回帰分析
においては、過去の DBP が記憶機能検査の成
績と関連することが(β = -.121, p < .05)、
また、過去の SBP が言語流暢性検査の成績と
関連することが明らかとなった(β = -.127, 
p < .05)。一方で、70 歳代の住民を対象とし
た重回帰分析においては、降圧剤の使用状況
が注意機能検査の成績(β = -.194, p 



< .001)および言語流暢性検査の成績と関連
していた(β = -.196, p < .05)。全ての住
民を対象者とした重回帰分析においては血
圧に関する変数は有意ではなかった。 
 
考 察 
60 歳代においては 10 年前の高血圧が認知
機能を低下させるリスク因子である一方、70
歳代においては 10 年前の高血圧よりも降圧
剤の使用が認知機能を低下させるリスク因
子となることが明らかにされた。壮年期にお
ける血圧の管理が高齢期に認知機能を維持
するためには重要であることが示唆された。 
 
 
2）中高年者の高次脳機能特性の解明につい
て 
 NU-CAB の継続的な実施により蓄積された
検査資料は、過去 10 年間の資料と連結する
作業を行ない 15 年間の縦断的資料を集約し
た。この資料により、注意力、言語流暢制、
記憶、空間能力などの 40 歳以降の発達曲線
を求めた。対象者の中で 4点以上の計測資料
があるものについては、回帰係数を算出し、
60 歳以降あるいは 65 歳以降における検査成
績の低下が顕著に認められるグループと、ほ
ぼ同レベルの検査成績を維持するグループ
に分類して、関連が想定できる認知機能との
比較を行った。例えば、注意力を基盤にして
回帰係数を算出し、両群間での記憶能力や空
間能力との関係の検討、筋・運動系測度間で
の比較検討などである。一連の検討で明らか
になったのは、UN-CAB の成績は、40 歳以降
はほぼ一次関数的な減少傾向を示すこと、認
知の特性、たとえば、注意力や言語流暢性、
記憶などで均一の発達曲線を描くのではな
いこと、注意機能の低下、あるいは前頭葉前
部の機能に関連する指標での成績低下が、記
憶などの指標でよりも先に顕在化すること
などが明らかとなった。発達曲線（言語、空
間）における性差の検討も行ない、性ホルモ
ンの認知機能に関連する影響が強いことに
ついて明らかにした。 
 また、知的な活動へ従事する頻度の高さが
論理的記憶、言語流暢性、注意機能、抑制機
能、視空間機能に関わる検査成績を高めるこ
とが、性別、年齢、教育歴を調整しても認め
られた。しかしながら、壮年期に知的活動に
関わる頻度が高かった群と低かった群とに
分割して、認知機能の縦断的変化をマルチレ
ベルモデルによって分析したところ、群間の
低下勾配に有意な差は認められなかった。心
理社会的な変数は個人間の誤差変動が大き
いために、高齢期の認知機能との関連性が認
められなかったと考えられる。一方で、生理
的な指標は高齢期の認知機能を予測する変
数として有用であると考えられる。 
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